
資料２

案件（２）検討事項の絞り込み



■［共通課題１］ 地域の人口減少・社会減（人材流出）への積極的対応

人口減少が地域にもたらす影響を考慮すると、人口減少自体への対応、特に若い世代の流出による社会減への対応に、地域で積極的に取り
組んでいく必要がある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討①

地域からの人材流出が続いているのはなぜか？ 転出＞転入 高校生の地域外への進学者が多いためではないか？
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高校生の地域外への就職者が多いためではないか？

● 分析・検討

（１）高卒進学率が高まっている （２）高卒進学者は就職地「未定」者が
多い

（３）転出超過が顕著な年代は10、20代

高卒進学者に対する地元就職支援が必要

社会人がその他の理由により地域外へ出るためではないか？

地域からの転出者が多いためではないか？

●三沢管内高校生の68.6％が「進
学」と回答

●R2.3高卒進学率(46.6％)は
H23.3卒比4.7ポイント増加

【ア】三沢市雇用状況調査：P.9

【イ】県社会経済白書：P.143

●進学希望者352人のうち、38.6％が
「まだ分からない」と回答

【ア】三沢市雇用状況調査：P.9

（※5.7％が三沢市、21.0％が県内、
39.2％が県外と回答）

●男性は10代をピークとして、20代半ば
まで転出超過の状態が継続

●女性は10代から転出が増加し、20代
半ばで転出超過のピークとなる

【ウ】三沢市の現状分析「人口面」：P.6



■［共通課題１］ 地域の人口減少・社会減（人材流出）への積極的対応

人口減少が地域にもたらす影響を考慮すると、人口減少自体への対応、特に若い世代の流出による社会減への対応に、地域で積極的に取り
組んでいく必要がある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討①

地域からの人材流出が続いているのはなぜか？ 転出＞転入 進学者の地域での就職が少ないからではないか？

2

社会人で出身者を地域に戻せていないからではないか？

● 分析・検討

（１）進学や就職を契機とした都市
部転出が多い

（２）やりたい仕事が地元では見つから
ない

（３）流出率が高く、Iターン率は低い

仕事の「選択幅」の幅広い発信が必要

社会人で出身者以外の移住が少ないからではないか？

地域への流入者が少ないためではないか？

●三沢管内高校生の68.6％が「進
学」と回答

●県全体でも、県外転出のピークは
18歳と22歳(高卒時と大卒時)

【ア】三沢市雇用状況調査：P.9

【エ】県社会経済白書：P.139
●県内在住者のうち、県外出身者の割合
(9.6％)は全国平均(27.6％)に比べ、
18.1ポイント低い

【オ】社人研第8回人口移動調査：P.23

●東北圏出身の女性1,425人のうち、
58.9％が「やりたい仕事、やりがいのある
仕事が地方ではみつからない」と回答

【カ】東北活性研vol.42：P.26、27



■［共通課題１］ 地域の人口減少・社会減（人材流出）への積極的対応

人口減少が地域にもたらす影響を考慮すると、人口減少自体への対応、特に若い世代の流出による社会減への対応に、地域で積極的に取り
組んでいく必要がある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討①

地域からの人材流出が続いているのはなぜか？ 転出＞転入

自衛隊、原燃の異動は影響があるか？
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● 分析・検討

（１）人の流出や移動に一定の影響はある （２）協働可能性はあるが、限度もある

影響は少なくないが、対応に限界あり

その他の三沢市特有の要因ではないか？

●自衛隊員数は、三沢市の人口の約7.5％を占め
ている

●三沢市外への通勤人口4,844人のうち31％が
六ケ所村へ通勤(日中の流出)している

【キ】令和元年三沢市統計書：P.81

【ク】三沢市の現状分析「人口面」：P.9

●令和2年度に三沢商業で実施した企業説明会への参加等の「関わ
りしろ」はある

●いわゆる「転勤族」につき、定住へのサポートや、家族の仕事(就職)
等、間接的な支援は見込まれる

●一方で、一企業・一団体の事業活動への注力には限度があり、アプ
ローチは制限される



■［共通課題２］ 地域企業の人材確保に向けた働きやすい環境づくり

地域企業の人材確保が以前より難しくなっており、働き方改革の推進・働きやすい環境づくりに向けて、地域で積極的にサポートしていく必要が
ある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討②

地域企業の人材確保が難しいのはなぜか？ 少子化・進学希望増で就職希望が減っているのではないか？
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地元就職志向の生徒とのマッチングはうまくいっているのか？

● 分析・検討

（１）少子化、進学率上昇により母
数が減少

（２）高卒の方が(早期)離職率が高い （３）計画通りの採用ができない理由は
人手・待遇・情報発信不足

母数減少に伴い、進学者や転職者確保へ力点をシフト

全国的な人手不足で獲得競争が激化しているのではないか？
高校生の採用が難しくなっているためではないか？

●三沢管内高校生の68.6％が「進
学」と回答

●県全体でも、県外転出のピークは
18歳と22歳(高卒時と大卒時)

【ア】三沢市雇用状況調査：P.9

【イ】県社会経済白書：P.143
●管内のR2新卒者等21人のうち、約半数
(11人・52.4％)があると回答

【ケ】HW三沢職場適応状況調査：P.23

【コ】青森労働局離職状況調

●新規学卒者募集企業のうち134社が、計
画通り採用できていないとしているが、原因の
多くが「業界全体の人手不足」次いで「情報
発信等のPR」、「給与等の待遇面」と回答

【サ】県基本計画資料編：P.182～187

そもそも企業は高校生の採用を希望しているのか？

●県内における就職後3年以内の離職率は、
大卒が37.4％に対し、高卒が41.6％



■［共通課題２］ 地域企業の人材確保に向けた働きやすい環境づくり

地域企業の人材確保が以前より難しくなっており、働き方改革の推進・働きやすい環境づくりに向けて、地域で積極的にサポートしていく必要が
ある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討②

地域企業の人材確保が難しいのはなぜか？ 女性の働き手を増やすことはできないか？
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● 分析・検討

（１）都市部を目指す傾向がある一方で、
一定数Uターンもあり

（２）小規模事業者ほど採用に関す
る取組を行っていない

（３）外国人受入は、予定なしが多いが、
将来的に検討しているケースあり

Uターン希望者の採用に向けた小規模事業者後押し支援が必要

大学生等Uターン人材等の採用をしているか？多様な人材の採用に苦労しているためではないか？

【カ】東北活性研vol.42：P.26、27

【オ】社人研第8回人口移動調査：P.23

●従業員100人以上の企業で特に
取組を行っていない企業が3.2％。
20人未満で特に取組を行っていな
い企業が53.9％

【サ】県基本計画資料編：P.182
～187

【シ】県中小企業等労働条件実態調査：
P.2

外国人実習生の受入れ・定着を進めているか？

●東北圏出身の助成1,425人のうち、58.9％が
「やりたい仕事、やりがいのある仕事が地方ではみつ
からない」と回答

●498社のうち、307社(61.6％)が予
定なしと回答。127社(25.5％)が将
来的には受入を検討と回答

●県内出生→Uターン者の割合(29.9％)が全国
平均(18.9％)より高い



■［共通課題２］ 地域企業の人材確保に向けた働きやすい環境づくり

地域企業の人材確保が以前より難しくなっており、働き方改革の推進・働きやすい環境づくりに向けて、地域で積極的にサポートしていく必要が
ある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討②

地域企業の人材確保が難しいのはなぜか？ 子育て・介護等担い手への配慮が足りないのではないか？
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新入社員の定着がよくないのではないか？

● 分析・検討

（１）まずは子どもを預けられる環境整備 （２）全国比(早期)離職率は高く、
主な理由は環境や人間関係

（３）全国に比べ、就業者1人あた
りの労働生産性は低い

子育て配慮等の「柔軟な働き方」をバックアップ・情報発信

働き方改革（労働生産性の向上)が進んでいないのではないか？

働きやすい環境になっていないのではないか？

【ス】県民意識調査：P.8 、9

【セ】県労働条件実態調査：P.4

●3年以内の離職率は、高卒、大卒とも、全
国(39.5％・32.8％)を上回り、41.6％・
37.4％となっている

【コ】青森労働局離職状況調

【ソ】若年者離職状況調査：P.105～108

【タ】県社会経済白書：P.156、157

●女性が産後も離職せずに働き続けるために必要
なこととして最も多かった項目が、子どもを預けられ
る環境の整備(74.9％)

●労働生産性(総生産÷就業人口)は
全国では775.8万円に対し、県では
656.8万円と100万円程度下回ってい
る

●短時間正社員制度や在宅勤務制度等、多様な
働き方を設けている事業所は、79社・15.5％程度



■［共通課題３］ withコロナ・afterコロナ・「新しい生活様式」への対応

事業所数の割合が多い「宿泊業・飲食サービス業」は関連する業種も含めてコロナ禍の影響が大きく、「新しい生活様式」への対応も含めて、あ
らゆる支援に取り組んでいく必要がある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討③

コロナ禍に対してどのように対応すべきか？ 地域企業の状況・課題の把握はできているか？
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市・県・国の支援施策は活用されているか？

● 分析・検討

（１）半数以上の市内事業者が現在も
コロナ影響が続いている

（２）活用支援は、持続化給付金が約半
数。次いで金融機関等の関連融資

（３）飲食サービス業が最も大きい。
次いで卸業、小売業

特に影響の大きい業種への支援は継続していく必要がある

影響を受けている事業者へどう支援をするのか？

【チ】三沢市雇用状況調査(企業)：P.20、
21、38、39

【ツ】県社会経済白書：P.115～124

●飲食サービス業は85.6％、生活関
連サービス業は68.4％、小売業は
64％、卸売業は63.2％が現在も影響
が続いていると回答

●685社のうち390社(56.9％)が現在も影
響あり

【チ】三沢市雇用状況調査(企業)：P.20、21、
38、39

【ツ】県社会経済白書：P.115～124

●685社のうち318社(46.4％)が持続化給
付金を活用

●なかでも飲食サービス業は82.7％が同給付
金を活用

【チ】三沢市雇用状況調査(企業)：
P.20、21、38、39

【ツ】県社会経済白書：P.115～124



■［共通課題３］ withコロナ・afterコロナ・「新しい生活様式」への対応

事業所数の割合が多い「宿泊業・飲食サービス業」は関連する業種も含めてコロナ禍の影響が大きく、「新しい生活様式」への対応も含めて、あ
らゆる支援に取り組んでいく必要がある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討③

コロナ禍に対してどのように対応すべきか？ オンラインでのコミュニケーションは増えたか？
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テレワーク対応・非接触対応は進んでいるか？

● 分析・検討

（１）コロナ契機のICT化はさほど進んでいないが、実
施・導入した事業者は効果を実感

（２）導入しない主な理由は「業務に適していないから」
とされている

導入の優先順位は低いのが現状。まずは有用性や活用可能性を広げていく

デジタル化・ICT化への対応を加速化する必要があるの
ではないか？

【ツ】県社会経済白書：P.115～124

【テ】三沢市雇用状況調査(企業)：P.29～31、35～38

●社内業務のIT化、自動化の推進の実施／検討した割合は実施：
6.7％、検討中：7.9％にとどまる

【ツ】県社会経済白書：P.115～124

【テ】三沢市雇用状況調査(企業)：P.29～31、35～38

●一方で上記のうち、効果を実感している割合は70%となっており、
実施・検討した多くの事業者が何らかの効果を感じている

●従業員の在宅勤務の有無については、検討中を含めても9.2％

●上記の9.2％に対し、有効性を聞いたところ65.1％が有効と回答

●有効でないと回答した者のうち83.3％が「業務が適していない」
と回答



■［共通課題３］ withコロナ・afterコロナ・「新しい生活様式」への対応

事業所数の割合が多い「宿泊業・飲食サービス業」は関連する業種も含めてコロナ禍の影響が大きく、「新しい生活様式」への対応も含めて、あ
らゆる支援に取り組んでいく必要がある。

設定した共通課題ごとに構造を分解・要因を検討③

コロナ禍に対してどのように対応すべきか？ 事業計画・経営計画の見直しは行われているか？
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事業形態の変更は行われているか？

● 分析・検討

（１）設備投資の抑制・延期等の事業計画の見直しが、
事業者の対応では最も多い

（２）事業承継や廃業等、何らかの縮小的対応を検討して
いる事業者もあり

afterコロナを見据えた事業計画見直しに伴うサポート体制の構築

「新しい生活様式」への対応が必要ではないか？

【ツ】県社会経済白書：P.115～124

【ト】三沢市雇用状況調査(企業)：P.27

●設備投資の抑制や延期を実施した事業者が101社(14.7％)。
当該内容を検討中とした事業者が115社(16.8％)

●事業規模を縮小した事業者が44社(6.4％)、事業承継を実施
した事業者が4社(0.6％)、廃業した事業者が4社(0.6％)と回答

【ツ】県社会経済白書：P.115～124

【ト】三沢市雇用状況調査(企業)：P.27

●上記を検討している事業者は、縮小61社(8.9％)、事業承継
20社(2.9％)、廃業58社(8.5％)


